企業会計と税法との関係について

　　　　―確定決算主義の議論を中心に―

立教大学　坂本ゼミナール

森岡俊　　　永田亮　　　高松加奈子　　倉持まゆみ　　佐久間裕基　　落合恵美

小暮一己　　長井忠夫　　湯浅佳那子　　石塚亮二　　　小冷和也　　　佐野圭司

藤木雅仁　　星山康元　　松坂望　　　　山口拓人　　　澤村香織　　　平松智史

　要旨

企業会計と税法、わが国における両者の関係はどのようにあるべきであろうか。わが国では長年にわたり、会計上の確定した決算に基づき課税所得を算定する、いわゆる確定決算主義を採ってきたのだが、1998(平成10)年度の法人税制改正によって企業会計と税法とが乖離の方向へ進むと、確定決算主義をどのようにすべきか、という問題が浮き上がってきた。この問題はこれまでも多くの論者によって様々な意見が交わされているが、いまだ未解決のままである。そこで、本稿では、1899(明治32)年から今日に至るまで行われてきた企業会計と税法との交渉の歴史を踏まえつつ、アメリカとの比較を基に企業会計のグローバリゼーションの観点から確定決算主義の議論を中心として、企業会計と税法との関係について検討してみた。アメリカとの比較から考えると、企業会計と税法というものはお互いが完全に分離することはなく、一致する部分があるといえる。つまり、確定決算主義を採るわが国においても両者を乖離させること自体に問題はなく、企業会計のグローバリゼーションの要請に基づいて、実情が反映されるように乖離させていくべきであると提言することができる。ただし、近年、国際会計基準の統一が進められていることや、「中小企業の会計に関する指針」がうまれたことによる企業会計の事実上の二分化がうかがえるなか、企業会計と税法との関係を今まで通りの一義的なものとしてではなく、多義的に捉えていく必要もあると考えられ、また新たな企業会計と税法の望ましい関係、すなわち、企業規模により、各々適する関係を選択することが望ましいといえる。したがって、企業規模に応じた企業会計と税法とのあり方が今後、論ぜられるべきであろう。本稿においては、考えられる可能性として、大企業においては両者を乖離させ、中小零細企業においては密接な関係を採るというように、両者の関係を二義的に考えることを提唱し、これを結論とする。
目次

問題提起

第一章　企業会計と税法との関係に関する諸類型
第二章　わが国における企業会計と税法との交渉

第三章　わが国の法人税法における確定決算主義
第四章　日米の比較とわが国の法人所得課税の方向

結語

参考文献

問題提起

企業会計と税法、わが国における両者の関係は果たしてどこへ向かっているのだろうか。近年では、会計ビッグバンとよばれる一連の会計制度の改革、そして1998(平成10)年度の法人税制の改正により、わが国の企業会計と税法は、互いに相容れない道を突き進み始めたように思われる。わが国では長年にわたり、会計上の確定決算に基づき所得を算定する、いわゆる確定決算主義を採ってきたのだが、今やその確定決算主義を堅持する必要性についても議論をよんでいる。このまま乖離の方向へ進むことが適切であるのか、また、確定決算主義とはどう向き合っていくのか、といった問題はいまだ未解決のままである。本稿では、わが国の企業会計と税法の関係がどのような経緯を経て今日に至るのかを考慮しながら、両者がどのような関係を築いていくべきなのかという今後の展望について論究する。

具体的には次の内容からなる。まず、第一章で、OECDの報告書に基づき、企業会計と税法の関係について認識を明確にする。第二章では、わが国における両者の交渉の歴史、そして現状を把握する。第三章では、わが国の課税所得計算の特質ともいえる確定決算主義を取りあげ、その批判についても検討する。そして、第四章において、最も会計と税法が乖離しているといわれるアメリカとの比較を通じて、今後のわが国の方向性を考察する。
（澤村　香織）
第一章　企業会計と税法との関係に関する諸類型
１．はじめに
本章では企業会計と税法との関係という考察に入る前に、わが国と世界各国との比較を通じて企業会計と税法についての認識を明確にしておきたい。ここでは、経済協力開発機構(OECD)の会計基準作業部会によって作成された「税法と財務報告との関係(The Relationship between Taxation and Financial Reporting: Income Tax Accounting)」に基づき、企業会計と税法についてわが国と世界各国の現状を把握していく。このOECDによる報告書は第一部と第二部の二つに分けられている。
まず、第一部では分類の仕方とその分類による違い、その分類により各国がどのカテゴリーに当てはまるかということを記述してあり、そして、第二部では世界各国の所得税の現状と、申告調整主義国(separate reporting countries)と確定決算主義国(uniform reporting countries)では所得税においてどのような違いがあるのかといったことについて述べている。
（森岡　俊）
２．OECD会計基準調和シリーズ第3号「税法と財務報告との関係」における類型
　この報告書では第一部において、OECD加盟国
における企業会計と税法
との関係から生じる問題を解決するために、加盟国がそれぞれ採用している方式を、大きく分けて3つのカテゴリーに分類し、検討を加えている。
　一つ目は、会計実務が税法規定によって大きく影響を受ける方式であり、ノルウェーにおいて採用されていると述べられている[OECD(1987),p.9]。報告書が作成された当時のノルウェーでは、税法規定に反する会計処理が認められておらず、税法規定から独立して作成された財務諸表の公開が禁止されていたため、ノルウェーを税法規定が会計実務を拘束する国である、とOECDがみなしたと考えられる
。
　二つ目は、財務諸表が会計原則によって作成され、税法規定と独立の関係にある方式である。この方式は、主にデンマーク、オランダ、イギリス、アメリカなどの国々で採用されており、企業会計と税法が相互作用せず、会計原則に基づいて取引の記録が行われるが、両者が独立しているがゆえに、税務申告のための計算を企業会計とは別立てで行う必要があり[pp.9-10]、企業に対して様々な追加負担をもたらす可能性がある
。
　三つ目は、財務諸表の表示が会計原則や会計基準、そして特定の税務目的を満たす多少の例外によって行われる方式である。企業会計と税法とが密接な関係を持っているために、財務諸表の作成において税務上の配慮が介入してしまうことがある。このカテゴリーにはフランス、ドイツ、イタリア、ポルトガルなどのヨーロッパ諸国が当てはまる[p.10]。なお、周知の通り、日本の確定決算主義もこの方式に含まれる。
以上のようにOECD加盟国が分類されたが、この分類には大雑把な部分があるとOECD自身も認めている。例えば、アメリカは企業会計と税法とが世界で最も乖離している国であると述べられているが、後入先出法(last-in first-out method;LIFO)のように、税法サイドが企業会計に会計処理の一致を要求している項目があり[p.10]、完全に両者が独立しているわけではなく、あくまでも程度の差に過ぎないといえる。また、第二部では一つ目の分類と三つ目の分類を合わせて確定決算主義国とし、二つ目の分類を申告調整主義国として今度は二つに大別している。このことからも、分類が恣意的なものであることが窺える
。
また、この報告書では、財務報告の比較可能性を向上させるための財務報告と税務申告との調整方式として、次の二つを提言している。
(1)財務報告と税務申告との一致を図り、税務上の考慮の影響を受けた項目を注記によって開示する方式
(2)財務報告と税務申告を分離する方式
　(1)の方式に対して、報告書では批判的な見解が示されている。その理由として、この方式は特定の税務上の考慮が財務報告に歪みを生じさせ、国際的なレベルはおろか国内的なレベルにおいてさえ、企業間比較が困難になるとしている。
　それに対して、報告書が支持している(2)の方式では、いかなる会計基準の改正も税務申告への影響を考慮することなしに行うことができ、その逆もまた然りである。このように、財務報告に対する税務的な制約を取り去ることにより、各国の会計基準調和化の作業を円滑にすることが可能となる。報告書はこの方式によって、税務申告が財務報告に影響を及ぼすべきでないことを強調し、国内的のみならず国際的にも財務報告の比較可能性を高めるべきだと主張している[pp.20-22]。
第二部では、各国の会計実務における方式の違いとOECD加盟国の当時の傾向について言及されている。ここでは加盟国の会計実務について図表を用いて整理し、1980年代の傾向を探っていく。加盟国ではどのような報告の方式が採られているのだろうか。

そこで、OECDによる報告書を基に、加盟国22カ国を企業会計と税法の関係においての申告調整主義国と確定決算主義国を表としてまとめた。報告書では、次ページの図表に関して、「すべての加盟国が、例外なく税引前の会計上の利益に、必要ないくらかの調整を行って課税所得を決定すると述べている」［OECD(1987),p.43］とされている。つまり、申告調整主義国においても財務報告と税務申告がリンクする部分は存在し、確定決算主義国との間に明確な境界線は存在しないということが分かる。

　　　　　　　　　二つに分類が変化した理由は、第一部でも述べられている通りであり、申告調整主義方式といっても、その分け方はいくらか恣意的であり、ある部分では相互作用する。上記分類はそのような理由に由来すると解釈でき、それゆえに大まかに分けて一つめの方式と三つめの方式を同じ分類として扱っている。また、第二部では、加盟国の当時の動向についても言及されている。例えば、デンマークでは、元来申告調整方式を採用してきたが、国内法化の機会に、ある程度、税法が企業会計に影響を与える方式に動き、フランスにおいては、確定決算主義だったが、若干申告調整方式に変わった部分もあるとされている[p.51]。

また、図表より分かる通り、申告調整主義国は計8カ国、確定決算主義国は計14カ国となり、22カ国存在する加盟国の中において確定決算主義を採用している国の方が、この時点では多いことが読み取れる。
（小冷　和也、松坂　望、平松　智史）
３．むすび

　　本章では、OECDの報告書により、企業会計と税法との関係が、申告調整主義型と確定決算主義型という二つの分類に大別されることを確認した。第一部で加盟国が三通りに分類されていたが、その分類は幾分恣意的であるとの指摘があった。また、企業会計の国際的調和化を重視する立場から、財務報告に対する税務的な制約を除去するために、財務報告と税務申告とを分離させるべきであるとの主張があった。第二部では、あらためて加盟国が二つに分類されており、その分類に基づいた当時の加盟国の動向について触れた。

以後、本章での考察をもとに、今後のわが国における企業会計と税法との関係について検討していきたい。
（松坂　望）
Determination of Taxable Income as compared to Accounting Income
（会計利益と比較した課税所得の決定）
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Accounting Standards Harmonization NO.3,The Relationship between Taxation and Financial Reporting;Income Tax Accounting.p.45より作成
第二章　わが国における企業会計と税法との交渉

１．はじめに

　企業会計と税法が交渉を開始したときから現在に至るまでの歴史を振り返ることは、両者の今後のあり方を考えるうえで欠かせないことであろう。わが国において企業会計と税法との交渉は、1899(明治32)年の法人所得税課税導入によって始まったとされている[黒澤・富岡(1984),p.42]。そして「蜜月時代」が到来する。企業会計と税法との調整が大きく進み、1960年代には両者の距離が近くなったことから、戦後からこの時期までを、「税法と会計の蜜月時代」[井上(1990),p.2]と呼んでいる。そしてのち、「乖離」が訪れる。1998(平成10)年度法人税制改正で、課税ベースの拡大と税率の引き下げが行われたのは周知の通りであるが、その1998(平成10)年度法人税制改正後から現在に至るまで、企業会計と税法の交渉はいまだ続いているのである。
（高松　加奈子）
２．企業会計と税法との調整の変遷
　

　企業会計と税法との交渉の開始は1899（明治32）年と1930（昭和5）年という説がある
が、1899(明治32)年に税法が第一種所得税を導入したことにより誕生したと考え、企業会計と税法との交渉の始まりは1899(明治32)年であるという立場を採る。

1949(昭和24)年7月に経済安定本部の企業会計制度対策調査会は、企業会計原則を中間報告の形で発表し、企業会計と税法との関係の今後のあり方は、企業会計原則を基軸として調整される旨が宣言された。一方、同年9月にシャウプ教授を団長とするシャウプ使節団によって作成された「日本税制報告書」(第一次シャウプ勧告)が公表された。シャウプ勧告に依拠した1950(昭和25)年度改正法人税法では、通達が一般に公開され統一的な基準による税務の運用の道が開かれることになり、課税所得計算基準の整備に関する勧告事項を法令に受け入れ、また、商法改正の影響も受けて、企業会計原則上の原則・基準をいくつか導入することになった。1951（昭和26）年の法人税法改正では、改正商法の施行に伴う規定の整備が行われた。また、同年5月に開かれた日本会計研究学会第10回大会では「会計原則」と税法及び商法の問題」という統一テーマをめぐり論争が行われた。企業会計審議会は、1952(昭和27)年6月に「税法と企業会計原則との調整に関する意見書」を小委員会報告の形で公表した。しかし、この文書の中には企業会計原則優先の立場ないし企業会計原則至上主義と受け止められかねない主張も含まれていたため、学者や実務家から様々な見解が提起され、1953（昭和28）年5月に開かれた日本会計研究学会第12回大会では、「税と会計」が統一テーマとされるなど、企業会計と税法をめぐる議論が初めて本格的な展開をみせた。これが第一次調整論争である。以上のごとく、企業会計と税法との交渉は、企業会計原則とシャウプ勧告の公表を契機として急速に活発化し、また、この頃から両者の関係をめぐる論争が目立ってきた。1965（昭和40）年度税制改正においては、法人税法の全文改正が行われた。この全文改正は、数年間にわたる準備作業の成果に基づき、また税制調査会の「所得税法及び法人税法の整備に関する答申」の趣旨を取り入れ、企業会計に税務会計を接近させる形でその間の調整を図る役割を果たした。
企業会計審議会は、1966(昭和41)年に「税法と企業会計との調整に関する意見書」を公表し、調整問題検討の立脚点を企業会計原則の立場のみにおかず、できるだけ税法における課税所得の原則を考慮に入れて調整の可能性を検討し、調整の対象を企業会計原則・企業会計実務と税法・税務行政との間に拡大したのである。そして、企業会計実務における継続性の重視を訴え、企業会計原則自体のいくつかの問題を提起した。
一方、税制調査会は1966(昭和41)年12月に商法、企業の会計慣行等との開差の縮小を目途とした課税所得計算の弾力化を図るべきとした「税制簡素化についての第一次答申」を行い、その内容はほぼ全面的に1967(昭和42)年度法人税法改正に反映されるところとなり、同年12月の「税制簡素化についての第二次答申」の内容は、翌年以降の法令通達に織り込まれることとなった。また、1969(昭和44)年5月に制定された新法人税基本通達は、適正なる企業会計慣行を尊重する考え方に基づいて取りまとめられたものとされている。前述の通り、企業会計審議会の自主性尊重路線と税制調査会の税制簡素化路線が結合し、企業会計と税法は、急速にしかも大幅に接近することになったのである。

　以上、要するに1960年代まででの戦後の企業会計と税法は蜜月時代であったといえる。しかも、このような蜜月時代をさらに象徴するものとして、企業会計と税法の間には、活発にして密接な学問的交流が行われた。　
（長井　忠夫）
３．わが国における企業会計と税法との乖離

（１）法人課税小委員会報告
　税調法人課税小委員会は、1995(平成7)年10月27日に第一回会合が開かれて以来、翌年5月8日までに十回の会合が開かれており、法人課税の課税ベースの適正化を図ることを目的として検討を行った。その結果として、課税所得の算定の独自性の主張がなされるに至った。
　法人課税において、課税ベースの拡大による十分な企業活力の発揮と税率の引き下げによる国際競争力の維持をできるように産業間、企業間で中立的で経済活動に対する歪みをできる限り小さくする方向で本格的な見直しをする必要があった。また、わが国の法人税法は1965（昭和40）年に全般的な整備が行われて以来大幅な見直しがされておらず、近年の社会情勢等も踏まえ課税ベースの適正化の観点から全般的な点検をする必要があったということを念頭に置かなければならない[税制調査会(1997),p.5]。課税ベースの拡大と税率の引き下げの意義については、①産業間・企業間の中立性向上、②税の企業間分担の拡大、③海外から日本への投資意欲の向上、④赤字申告法人対策、といったものが挙げられ、これらに対して相応の改善が図られたものと期待できるとしている[p.17]。

この報告のなかで、1996(平成8)年4月19日に開催された第八回法人課税小委員会会合では、税法と企業会計原則との関係についての報告が行われた。法人税の課税所得は、「商法・企業会計原則に則った会計処理に基づいて算定することを基本としつつも、適正な課税を行う観点から、必要に応じ、商法・企業会計原則における会計処理と異なった取り扱いをすることが適切」[p.7]だと考えられた。
（湯浅　佳那子）
（２）平成10年度法人税制改正にみる企業会計と税法との乖離
1996(平成8)年、わが国において、「日本版金融ビッグバン」と呼ばれる金融システム改革が進められた。この改革の目的はわが国の経済が21世紀の高齢化社会に向けてその活力を確保し、国際化、情報・通信の技術革新に対応し、わが国の金融市場の空洞化を防ぐことにある。その改革の基本原則、すなわち、フリー、フェア、グローバルという原則に従って企業会計制度は急速に改革が進められた。わが国の企業会計基準については、経済取引の国際化やバブル経済の崩壊を背景に、従来の取得原価主義から時価主義が重視されるようになり、また、国内会計制度の調和よりも国際会計基準やアメリカ財務会計基準との調和を優先するようになった。このような企業会計基準の改革は、税法との乖離の傾向を明確にした。

他方、法人税法においても1998(平成10)年度法人税制改正は、シャウプ勧告より始まった戦後のわが国の法人税制に最大の改革をもたらした。その内容は、法人課税小委員会報告(1996年11月)及び税制調査会答申(1997年12月)で示された、課税ベースの拡大と税率の引き下げを具体化するものであり、課税ベースの拡大による十分な企業活力の発揮をするためと税率の引き下げによる国際競争力を維持するためのものである。本来、課税ベースは法人税法第22条第4項の「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」(公正処理基準)により算定されるものであり、この改正は課税ベースが公正処理基準から離脱し、企業利益と課税所得との乖離が広がることを意味している。「課税ベースの拡大と税率の引き下げ」という方向性をもった改革はアメリカ、イギリス、ドイツなどの主要先進国においてすでに1980年代半ばから実施されており、いずれも企業間・産業間の税の中立性の確保及び経済活動の活性化を重視して行われた。このような先進諸外国の動向や社会経済の国際化に対応して、わが国でも租税制度の国際的な調和が必要である[税制調査会（1997）,pp.13-14]。

このように、1998(平成10)年度法人税制改正を契機に、わが国の企業会計と税法がともに国際化を目指した結果、乖離をもたらしていくのである。
（佐久間　裕基）
　　　　　

（３）1998(平成10)年度法人税制改正批判　
本来、課税ベースは公正処理基準により算定されるものであったが当該改正の結果、課税ベースが公正処理基準から離脱し、これによって企業利益と課税所得の乖離が広がることとなった。これを受けて当該改正に対する多くの批判が生じた。その内容は主に、従来行われていた企業利益を前提とする課税所得計算ではなく、当該改正において決定された課税所得の独自性を主張し、課税ベースの拡大と税率の引き下げを行うことへの問題点を様々な観点から批判したものであった。

その例として、品川(1998)のように課税ベースの拡大の内容を①収益の早期計上、②費用計上の繰り下げ、③益金の範囲拡大、④損金の範囲縮小、⑤その他と類型した。その上で品川は「『税収の中立』という命題の下に、課税ベースの本来のあり方が真剣に議論されているというよりも、税率を引き下げる分の財源探しに終始している嫌いが見受けられることは残念なことである」[p.112]「さらに法人税改革議論が具現化することは、実務への影響が現実の問題として提起されることになるので、それに対する対策案も迫られる」[p.115]として、当該改正を批判している。また、居林(1998)は、「すなわちすでに企業会計上で確立している公正な会計慣行に反するような形で、税制改正が行われて、税法自身が定めている公正妥当な会計処理の基準を踏みにじる結果になることに、大きな疑問と驚きの念を禁じえない」[p.18]と述べ、当該改正は従来の公正な会計慣行に反した形で実施されたものであると批判している。また、中村(1999)は「・・・今回の改正は企業会計への配慮を欠いた税収確保に偏した独善的なものといわざるを得ない。すなわち、改正前の税法規定は、企業会計上の取り扱いを確認しつつ、税観上その適用範囲を明確化した『確定型の別段の定め』であったが、改正後の規定は、企業会計上の取り扱いを離れた税法独自の取り扱いを定めた『独自型の別段の定め』に改められたが、企業会計依存というわが国の課税所得の計算構造のもとにおける『別段の定め』としては、企業会計上の基準ないし方法の選択に関する事項については、『確認型』によるのが本来の姿である」[p.5]とし、当該改正後ではなく改正前の取り扱いが本来の姿であるとして、当該改正を批判した。

その他にも、武田（昌）(1999)のように、公正処理基準から離脱すべきではないとして当該改正を独自の視点から批判したものもあった。

このように、法人の課税所得を求めるにあたって所得金額を課税標準とする以上は企業会計の手法によって算定されることを基本的な考えとしたものから、課税所得の独自性の主張がなされ課税ベースの拡大と税率の引き下げが決定されたことにより、企業利益と課税所得の乖離を広げることとなった当該改正に対して、様々な観点から多くの批判が寄せられたのである。　
（湯浅　佳那子）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４．むすび

　わが国において企業会計と税法との交渉はいたる時期にもみられる。特に1998(平成10)年度法人税制改正はわが国の法人税制に大きな変革をもたらしたといえよう。それは、この改正により課税ベースの拡大と税率の引き下げが具体化されたからである。しかし、その具体化に対しても様々な問題が生じ、今もなおその問題は解決していない。

企業会計と税法のあり方については多くの意見があり、戦後から1960年代の「蜜月時代」に始まり、平成10年度法人税制改正による「乖離」の方向へ進んできている。歴史を迫っていくと長い間そのあり方を問われてきていることがわかる。そして、いまだ明確な答えが出ていないにも拘らず、企業会計と税法が乖離しているのは事実であり、両者の乖離に対する何らかの対応をしなければならない。様々な視点から企業会計と税法を見た結果、両者はどのようなあり方が望ましいのか、どのような方向に進めばいいのか、次章を通してその核心に迫っていくことにする。
（高松　加奈子）
第三章　わが国の法人税法における確定決算主義

１．はじめに

　前章では、わが国における企業会計と税法との交渉について取りあげ、両者が乖離の方向に向かっていることについて述べてきた。しかし、長きにわたり、わが国の企業会計は税法の強い影響下にあった。法人税法では、企業会計依存という課税所得の計算構造を採用しており、理論上は会計慣行に追従すると考えられるが、実務上は税法基準に準拠した会計処理が広く行われている。このような状況を生み出した原因は、確定決算主義(特に損金経理要件)によるところが大きいといえる。ここで述べられているのは、いわゆる逆基準性の問題である。

そして、1998(平成10)年の法人税制改正によって、企業会計と税法が乖離の方向に向かうと、「確定決算主義を放棄して、企業会計の損益計算と税法の所得計算を切り離して行うべき」[田中(2000),p.84]という見解も示されるようになった。わが国の企業会計と税法との関係は、確定決算主義と関連させて語られることが多く、今後の両者の関係を考えるうえでも確定決算主義に関する議論は欠かせないものといえる。本章では、今後のわが国の企業会計と税法との関係を展望するためにも、確定決算主義について深く検討していきたい。
（佐野　圭司）
２．確定決算主義の沿革

わが国の確定決算主義は相当に古い沿革を有している。始まりは、1899(明治32)年に、所得税法において、法人に対して課税することが規定されたことによる[武田(隆)(1996),p.28]
。同法第7条において「納税義務アル法人ハ各事業年度毎ニ損益計算書ヲ政府ニ提出スベシ」とされ、確定決算に基づく申告という今日的な意味での明確な形ではなかったにせよ、確定決算主義がここに始まったといえるだろう。また、所得税法施行規則第31条において「納税義務アル法人損益計算書ヲ提出セザルトキハ政府其ノ損益ヲ調査シ其ノ所得金額ヲ定ム」とされたが、いつまでに提出すべきかは、この時点では明らかにされていない。

　　提出期限が明らかにされたのは、1913(大正2)年の所得税法第7条の改正である。「第一種ノ所得ニ付納税義務アル者ハ命令ヲ以テ定ムル期間内ニ各事業年度ニ於ケル財産目録、貸借対照表、損益計算書第4条ノ規定ニ依リ計算シタル所得ノ明細書ヲ添附シ政府ニ申告スベシ・・・・・・」とした。改正された点をまとめると、期限が明確化されたこと、損益計算書の他に、はじめて財産目録、貸借対照表と所得の明細書を申告することとしたことである。具体的な期間は、施行規則第3条において定められており、「第一種ノ所得ニ付納税義務アル法人ハ毎事業年度決算確定ノ日ヨリ七日以内ニ所轄税務署ニ所得税法第七条ノ申告ヲ為スベシ」としている。「決算確定ノ日」の用語が用いられたのは、これがはじめてであると考えられる。

　　さきほど、確定決算主義の始まりは、「確定決算に基づく申告という今日的な意味での明確な形ではなかった」にせよ、1899(明治32)年である、と上述したが、これを明確な形としたのが、1947(昭和22)年の法人税法の改正である。すなわち、同法第18条では「納税義務がある法人は・・・・・・各事業年度終了の日から二箇月以内にその確定した決算に基づき当該事業年度の普通所得金額、超過所得金額及び資本金額を記載した申告書を政府に提出しなければならない」とし、この際に、確定した決算に基づいて申告すべき旨を明確にしたものといえるだろう。「確定した決算に基づき」という表現は、その後、昭和40(1965)年に全文改正された法人税法においても踏襲されている。また、同時期の通達｢企業利益と課税所得との関係に関する基本原則｣においても、｢法人の利益の計算に関する事項・・・・・・について、商法その他法人の計算に関する法令の規定および一般に認められた適正な企業会計の原則により利益の計算上妥当と認められ、かつ、所得の金額の計算上も合理的と認められる方法・・・・・・が二以上ある場合において、法人が当該事項につき〔株主総会の承認、総社員の同意等の形で〕承認を受けた利益の計算において適用している方法がそれらのうちのいずれか一の方法であるときは、当該事項については、所得の金額の計算上も当該法人が適用しているその方法が適用されるべきものであること｣が明示された。このように、法人税法および通達によって、確定決算主義は、より確立したものとなっていったのである。
（倉持　まゆみ）
　

３．確定決算主義の意義・内容・趣旨

　確定決算主義の問題については古くから様々な論者が意見を述べてきた。その捉え方は人それぞれであり、税法上に明確な規定はない
。法人課税小委員会報告は、いわゆる確定決算主義に以下の点を挙げている。

　①商法上の確定決算に基づき課税所得を計算し、申告すること(法人税法第74条第1項)、②課税所得計算において、決算上、費用又は損失として経理されていること等を要件とすること(法人税法第2条第25号)、③別段の定めがなければ、一般に公正妥当な会計処理の基準に従って計算すること(法人税法第22条第4項)、と定義づけている。本稿ではこの小委員会報告に則って議論を進めていきたい[税制調査会(1997),p.16]。

このほかの論者の捉え方として、同様のことを吉牟田(1994)でも述べている。井上(1988)は「課税所得の内容となる収益、費用について、法人が確定決算において所定の経理をしている場合に限って所得計算に受け入れるものとし、していない場合には所得計算に含めない」[p.322]とする考え方をいわゆる確定決算主義とした。中村(1992)の場合、その意義を広狭二義に分け「広義においては商法上の決算に基づく課税所得の算定方式を意味するとし、狭義においては内部取引等の特定事項について確定決算において所定の経理を行った場合にのみ課税所得の計算上これを認める方式を意味する」[p.43]とした。

　では、どうしてわが国ではいわゆる確定決算主義が用いられるのか。この点について武田(1993)は「税法が確定した決算に依存したことは、沿革的にみれば当然のことである」[p.13]としている。というのも、財産目録、貸借対照表、損益計算書の作成を命じているのが商法であるので、その規定によって企業はこれらの財務諸表を有しているはずだからである。しかし、税法自体が損金経理を厳格に要求しえない場合があり、実情とは経理の基準が法令上あるいは、実際上明確ではないのである。それでもなお、確定決算に依存している理由として、「税務行政の便宜に基づくもの」[中村(1992),p.48]が挙げられる。すなわち、税務の要請により企業会計の処理に規制が加えられる場合に、いわゆる決算調整事項を確定決算に織り込むことで、企業会計上の処理と税務上の処理とが一致することに起因する。加えて、「減価償却費や評価損の計上額、ならびに引当金の設定等の内部取引については法人の判断で経理処理がなされる」[p.46]と述べた。これは、つまり法人の意思を尊重させていることになり税法が確定決算主義を採用する大きな要因の一つといえる。
（藤木　雅仁）
４．確定決算主義に対する批判論

（１）1998(平成10)年度法人税制改正前の批判

1998(平成10)年度法人税制改正が行われる前までの確定決算主義に対する批判は、確定決算主義そのものに対するものではなく、逆基準性に対するものがほとんどであるといえる。したがって、ここではその逆基準性について考えていくこととする。
1965(昭和40)年の法人税法改正において損金経理という語が導入され、損金算入するための前提要件とされた。それによって、企業会計上正しいとは言うことのできない会計処理を税法が損金算入の要件として要求するという逆基準性が生じてきたとされている[醍醐(1993),p.6]。逆基準性については、他にも武田(1993)が「企業の期間損益計算における費用化計算に関連して、税法基準が先行して適用される事実を指し示す用語」[p.31]と定義している。つまり、逆基準性は、本来ならば会計上の利益を税法規定で調整しなければいけないものを、税法規定により会計処理するということで生じるものである。その内容としては、中村(1990)によって、①減価償却等量的規制に係るもの、②役員退職金等金額的な性格の認識に係るもの、③割賦基準等収益費用の認識基準に関するもの、④課税繰延の技術的手段としての圧縮記帳、というように大きく4つに分類されている[pp.178-192]。では、なぜ逆基準性が生じるのかという理由として、「企業は、財務計算と税務計算の煩雑な二本建計算を避ける傾向」[斎藤(1994), p.76]があること、「現実の財務会計が本来あるべき会計基準を離れて税法上有利になる会計処理を行うことは、営利を目的とする法人にとって、ある意味当然の行動」[p.75]であるといえることが挙げられる。それに対して、①企業の実態開示を阻害しているのではないか、②企業会計に対する税法の不当な介入ではないか、と批判している論者もいる
。しかし、①の批判は、会計の目的である「実態開示」において問題ではあるが、税法の目的とする「課税の公平」には全く問題ないといえる。②の批判に対しては、「必要額だけを引き当てることを税法が妨げているはずもないし、・・・　税法が損金算入限度額一杯を引き当てるよう奨励しているわけでもない」[醍醐(1993),p.11]といえる。これらのことから、逆基準性は「法人の判断の自主性の問題」[坂本(1995),p.106]と結論づけることができるのではないだろうか
。
（落合　恵美）
（２）1998(平成10)年度法人税制改正以後の批判論
ここでは、1998(平成10)年度法人税制改正以後の企業会計と税法が乖離してしまったことを起因とする、確定決算主義に対する主な批判論を紹介したい。主な批判論は、国際会計基準と同等性
の内容を有する基準に改正するにあたり、企業会計と税法をできるだけ一致させるべきという旧来の考えを見直し、また、損金経理方式を全面申告調整方式へ移行すべきであると述べることができる。

1998(平成10)年度法人税制改正によって企業会計と税法が乖離の方向に向かってしまった。そして、世界各国の会計基準が国際会計基準に一本化されようとしている状況の中、わが国も国際会計基準と同等性の内容を有する会計基準に変更せざるをえない状況となっている。国際会計基準を導入する目的は、企業の実態を正確に財務諸表に反映させること、世界各国の企業の財務諸表を同じ土俵の上で比較可能にするということが挙げられる。そして、何より世界の会計基準の共通化という流れに、わが国も乗っていかなければならないということがある。その背景としては、「企業の国際化、証券市場のグローバル化及び産業構造の変化」[中田(1999),p.188]が挙げられる。強制的に改正されてしまうということは無いが、わが国が国際会計基準の理論を導入しないとなると時代の流れに取り残されることは必至であると述べることができる。そして、2005(平成17)年3月、日本の会計基準と国際会計基準を共通化させる作業が始まった。

以上から分かるように、やはりわが国は国際会計基準と同等性の内容を有する会計基準に改正せざるをえない状況となっている。そして、それに伴って確定決算主義を見直す動きが起きたが、その理由について、中田(1999)、平松(2001)は以下のように述べている。

中田(1999)は「企業活動がグローバル化し、企業会計を国際的に調和させようとする場合には、税法との整合性を前提とすることは困難です。・・・企業会計基準の国際的調和に向けての検討を円滑にするためには、企業会計目的にのみ純化して作業すべきであり、税法への配慮を最小限にする必要があります」[p.205]と述べている。平松(2001)も、「会計の国際的な統一を目指す国際会計基準と、国内事情を反映する税法との一体化は望めないというべきであろう。このことから今後の税法のあり方も自ずと規定されてくる。すなわち、今後、損金経理方式は成り立たなくなると思われる」[p.31]、というような見解を示している。彼らに共通していえることは、国際会計基準の理論を導入した新会計基準を採用した場合、それに対する旧来の税法とは各々の目的が違うため、一致させることは難しいということである。柳（2001）はそれに付け加えて、確定決算主義自体の法的な不足性について述べている。「確定決算主義が採用されているのは、経済的実践的な要請によるものであって、きわめて便宜主義的な思考に立脚したものということができるのである。しかし、かかる課税所得の計算構造は、商法と税法の両方体系の法理論からの論考がなされず、確定決算主義に内在する諸問題について批判・検討されずに従来無批判のまま存続してきたようである」[p.176]とある。

そして、彼らは次のような見解を示している。中田(1999)は、「今後の方式は、今までの損金経理方式による縛りを緩和して、全面的に申告調整を可能にするような方式に移行してはどうかと考えています。損金経理方式に基づく実質的な規則方式から、税法と企業会計基準の分離による自由化の方向への移行が必要だと思います」[p.205]と述べている。柳（2001）も、「IASに一致させること自体税法の論理から不可能であるし、申告書で調整するにしても、企業会計に新たな経理用件を要求することにも問題が残る。したがって、いずれにしても、伝統的な見解による確定決算主義を放棄せずに企業会計にIASを導入することには多くの問題が存するといわなければならない」[p.233]という見解を示している。最後に、平松(2001)は、中田(1999)と同じように全面申告方式に移行することを提言したうえで、「このことによる企業経理への影響は決して小さくはないと予想されるが、前向きに検討することが望まれる｣[p.31]としている。

このように、1998(平成10)年度法人税制改正で企業会計と税法が乖離の方向に進むことによって、確定決算主義を放棄すべきという見解が示されるようになった。そして、わが国の産業界等からも国際会計基準と同等性の内容を有する会計基準が求められている中、2006(平成18)年7月、日本政府は会計基準の共通化を国の政策課題とする旨を、経済財政運営の指針｢骨太方針2006｣の中に織り込んだ[日本経済新聞,2006/7/27 朝刊]。10月には、企業会計基準委員会が国内会計基準・国際会計基準との共通化に向けた工程表の原案を策定した[日経金融新聞,2006/10/12 朝刊]。
（永田　亮）
５．むすび

　本章では、わが国の企業会計と税法の関係を語るうえで、欠かすことのできない問題である確定決算主義について取りあげてきた。確定決算主義には、多くの論者から様々な批判が寄せられてきた。平成10年度の法人税制改正前の批判論は、会計と税法の関係が密接だったために、「企業会計に対する税法の不当な介入」について語られることが多かった。ここで、議論の中心となっていたのは、いわゆる逆基準性の問題であった。

そして、平成10年度に行われた法人税制改正で、税制を国際化させることによって、企業の国際競争力の維持、企業活力の十分な発揮を目指したために、わが国の会計と税は乖離することとなった。その結果、確定決算主義を放棄して、企業会計の損益計算と税法の所得計算を切り離して行うべきだという意見も言われるようになった。このように、企業会計と税法の関係について様々な議論が交わされるなかで、今後、わが国における両者の関係がどうなっていくのか、第一章でも触れた通り、日本と対極の立場を採るアメリカとの比較を通して、次章でより深く考察していきたい。
（佐野　圭司）
第四章　日米の比較とわが国の法人所得課税の方向

１．はじめに

　本章では、わが国の法人所得課税の方向を考察するにあたり、まず、日本とアメリカとを比較することにする。日本は周知の通り企業会計と税法との関係が相当に密接であるが、アメリカは第一章でも触れたように申告調整方式を採用し、企業会計と税法とが世界で最も乖離しているといわれており、両国は対極に位置しているといえる。したがって、アメリカにおいても企業会計上の利益と課税所得計算が一致する部分が存在することを証明できれば、企業会計と税法との関係は完全に一致するとか乖離するといった類の問題ではなく、あくまで程度問題の議論であり、企業会計によって算出された数値を誘導的に課税所得算定において使用することは万国共通であると考えられるのではないだろうか。本章では、そのことを具体的に前章において定義した、いわゆる確定決算主義を用いてアメリカの規定と比較し、共通点を見出すことで明らかにしていきたい。そのうえで、わが国の企業会計と税法との関係が近年の企業会計のグローバリゼーションの影響を受けるなか、今後どのような方向に向かっていくのかについて検討していくことにする。
（星山　康元、石塚　亮二）
２．日本とアメリカの法人所得課税の比較

　日本におけるいわゆる確定決算主義の概念は、損金経理要件、公正処理基準、確定した決算に基づく申告の三つを包含している、と前章でも述べた。それでは、課税所得算定において日本と異なる全面申告調整方式を採用しており、世界で最も企業会計と税法とが乖離しているといわれるアメリカにおいても、日本と同じように確定決算主義に該当する部分が存在するのだろうか。それを探るためにも、日本とアメリカの課税所得算定構造を整理してみる必要がある。

帳簿を元に財務諸表を作成し、確定した決算に基づく申告によって財務諸表から申告書を作成している日本では、調整項目(別段の定め)が存在するものの、それら三つの計算方法や会計処理方法がほぼ一致している。それに対してアメリカでは、帳簿から財務諸表及び申告書を作成するという方式が採用されていると仮定する
。ここで、日本における税法と同様の法規定である、アメリカ内国歳入法(Internal Revenue Code ; IRC)の第446条
について考えてみよう。IRC第446条は、「会計方法の総則(General rule for methods of accounting)」規定であり、上述の帳簿、財務諸表、申告書の関係において、帳簿及び財務諸表と申告書の会計処理方法が原則として一致する
ことを要請している条文であるといえる
。これは、所得を明確に反映しない特殊な事情を除き、一般に認められた会計原則(Generally Accepted Accounting Principles ; GAAP)に則って、申告書においても計算が行われるということを意味している。つまり、IRC第446条は、「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」に従って、損金及び益金の額を計算することを要請している公正処理基準と同様の規定である、と考えることができる。なお、IRC第446条は公正処理基準だけではなく、確定した決算に基づく申告と同様の意味も包含している、と主張する論者も見受けられる
が、確定した決算に基づく申告は、財務諸表上で確定した利益を基にした申告書上の課税所得の誘導的な算出を要請している条文であり、IRC第446条とはまた違った規定であるといわざるを得ない。確定した決算に基づく申告については後述する。

　また、申告書と、財務諸表及び帳簿の関係について、税法サイドは「税目的で使用される会計方法は、財務報告においても使用されなければならない」[坂本(2005),p.53]といった具体的な会計処理方法の一致を要求しており、これは俗に「一致要求」と呼ばれている。なかでも、企業会計においてLIFOを使用する場合に、税法でもLIFOを使用することを認容している規定が存在し、これは「LIFO conformity requirement」(Treas.Reg.§1.472-2(e))[p.53]として認知されている。

　LIFOの一致要求の歴史的な起源は、1930年代にまで遡る。当時、インフレーションなどの「一定の条件」の下でGAAPとして通用するようになっていたLIFOを、税務上だけでなく企業会計上でも用いることによって、税務上使用されるLIFOが所得を明確に反映していることを保証するために要請されたものであったが、近年は、恩恵的な措置としての性格が強くなってきている
。

　さて、このLIFOの一致要求を上記の帳簿、財務諸表、申告書の関係に当てはめてみると、税法サイド、すなわち申告書と、財務諸表及び帳簿との一致を要求しているという構図
は、「法人がその確定した決算において費用又は損失として経理すること」を損金算入の条件としている損金経理要件と類似しており、ほぼ同じスキームだと考えられる
。これで、いわゆる確定決算主義の二つ目の定義である、損金経理要件に該当する規定がアメリカにも存在することが判明した。残っているのは三つ目の定義である確定した決算に基づく申告であるが、アメリカにおいても同様の規定は存在するのであろうか。

ここで鍵になるのが、スケジュールM-1の存在である。アメリカでは、課税所得ワークシートという計算書を用いて、企業会計上の数値に対して税務調整を行い、税法上の益金や損金に組み替えることによって、課税所得計算書を作成しており、それを転記することで連邦法人税申告書が作成される仕組みになっている。課税所得ワークシートには二種類の方式があり、一つは残高試算表から課税所得計算書と貸借対照表を作成する方式(残高試算表調整方式)であり、もう一つは損益計算書の数値を調整して課税所得計算書を作成する方式(損益計算書調整方式)である。いずれにしても、複式簿記で記録を行い試算表を作成して、そこから損益計算書に転記し、税法との違いを全面的に申告調整する考え方である、という点では同じである。このような組替えが可能となるのは、アメリカではLIFO等の場合を除き、損金経理要件の拘束がほぼ存在しないことに起因している。こうして課税所得計算書の数値を算定し、連邦法人税申告書を誘導的に作成することになる。この申告書では益金から損金を差し引いて課税所得を算定するのであるが、帳簿利益と課税所得の差異がどのような原因に基づいているのかを、付属明細書のスケジュールM-1で示すことになる[中田(1999),pp.192-193]。つまり、スケジュールM-1は別表四と同じ役割を持っているのである。すなわち、企業会計上で算出された利益に基づいて課税所得が計算されることになる。周知の通り、確定した決算に基づく申告の「確定した決算」という文言は、株主総会において承認された財務諸表上の利益を表しているので、両者の類似性が見てとれるのではないだろうか。

以上のように、本稿において定義した日本における確定決算主義の三つの要素は、アメリカにおいても存在していることが分かる。これは、企業会計と税法の関係について日本と対極の位置にあるアメリカに関しても、企業会計と税法が一致している部分が存在することを意味している。よって、企業会計と税法が完全に乖離するとか一致するといった類の問題ではなく、あくまでも程度問題の議論であるといえる。

結論として、企業会計と税法が乖離することと、確定決算主義の廃止論とは必ずしも結び付かず、近年の企業会計のグローバル化の要請に基づき、実情に応じてある程度両者を乖離させることには問題がないと考えられる
。
（平松　智史、小暮　一己）

３．企業会計と税法との関係の今後のあり方

　これまで述べたように、グローバリゼーションの名のもとに市場が国境を越えて展開されている今日、企業会計と税法が乖離している状況はいわば自然の摂理であって、避けられないことである。しかし、だからといって確定決算主義を廃止するなどということはいささか早計ではないだろうか。その理由は、企業会計と税法が最も乖離しているアメリカの制度においても、これまでの検証により、わが国の確定決算主義の内容と合致する点が認められたことに他ならない。そもそも、確定決算主義の廃止はこれまで実務において深く根付いてきた課税所得計算を根底から覆すものになり、混乱を招くことが大いに予想される。これらを踏まえると、わが国の確定決算主義は決して廃止させる必要はなく、アメリカに準拠する形で捉えることが望ましいといえよう。したがって、長く論争の渦中に置かれてきた確定決算主義の維持廃止論は、そのどちらかの極に終着させるような二者択一的なものではなく、どこまで企業会計と税法とをリンクさせるか、あるいは乖離させるかといった程度問題として扱われるべきだといえる。

　以上を前提とし、インフラ整備という現実のファクターを通すことによって、より精緻を極めた今後の企業会計と税法のあり方を見出すことができる。

　企業会計は、コンバージェンスに向けた国際的な要素に色濃く染められていく一方で、国内のみに拠点を置く中小企業を対象とした企業会計の整備が進められている
。これは、企業会計は企業規模に応じてそれぞれが求められる形へと変革が行われていることを意味し、企業会計の二分化の構図を見て取ることができる。

　片や税法はというと、1998(平成10)年度法人税制改正を先駆けに、以後企業会計とは相容れない独自の路線をひた走っていることは周知の通りである。企業規模の如何にかかわらず公平な課税の徴収を目指すという点で、企業会計の動向とは対照的といえる。

　つまり、企業会計の視点と税法の視点とでは対象とする企業の捉え方に違いがあるということだ。こうした中で、企業会計と税法のあり方を一義的なものとして探っても、そこに答えはない。企業会計が企業規模によってその性格を分かつ以上、税法との関係を構築するにあたっては、企業規模に応じて二義的に考えなければならない
。　

ここまでの考察を総括すると、企業会計と税法との距離感が明確なものになる。まず、企業会計と税法との関係は企業規模という線引きによって二義的に案ぜられるべきであるということを前提とする。そのうえで、中小ないし零細企業については、企業会計と税法とがお互いに補完し合った密接な関係を築いていくべきであり、確定決算主義は1998(平成10)年度法人税制改正以前の、企業会計と税法との協調路線を取り戻していくべきである
といえる。これらの企業には課税所得計算の簡易化を主な目的として、企業会計と税法の一体的な制度が求められる。一方、大企業ないしその連結子会社に対しては、冒頭で述べたように企業会計と税法との乖離はしかるべきことであるから、それらの相互性が薄弱となることを甘受しつつ、アメリカに見られるような乖離の程度に向けて各項目について検討されていくべきである。
（山口　拓人）
４．むすび
　本章では、わが国の企業会計と税法との関係について、アメリカとの比較を基に企業会計のグローバリゼーションの観点から検討した。

企業会計と税法との関係は、日米の比較からわかるようにお互いが完全に分離することはなく、一致する部分があるといえる。つまり、確定決算主義を採るわが国においても、アメリカのように企業会計と税法とを乖離させること自体に問題はなく、企業会計のグローバリゼーションの要請に基づいて、実情が反映されるように乖離させるべきだと結論づけられる。

　ただし、近年、国際会計基準の統一が進められていることや、「中小企業の会計に関する指針」がうまれたことによる企業会計の事実上の二分化がうかがえるなか、企業会計と税法との関係を今まで通りの一義的なものとしてではなく、多義的に捉えていく必要もあると考えられる。すなわち、企業規模により各々適する関係を選択することが望ましいといえよう。したがって、大企業においては両者を乖離させ、中小零細企業においては密接な関係を採るというような企業規模に応じた企業会計と税法とのあり方が今後、論ぜられるべきである。
（石塚　亮二）
結語
社会経済の変化に柔軟に対応し、新しい時代にふさわしい制度を築いていくことが最善の策であるならば、近年急速に進んでいるグローバル化に合わせて、わが国の会計制度や税制度も国際的な視点をもって検討すべきであろう。そうすれば、企業会計と税法は乖離させていくべきだということに気づかされるのではないだろうか。

しかし、どれだけ国際的な調和が進んでも、それは確定決算主義の廃止を意味するものではない。なぜなら、最終章において論じたように、両者が最も乖離しているといわれているアメリカでさえ、わが国でいう確定決算主義と類似した側面を持っているからである。

そして、乖離によって生じ得る歪みには、企業規模ごとに乖離の程度を調節することで対応すればよいのではないかと考え、本稿では、一つの可能性として、企業会計の二分化と共に、企業会計と税法との関係の二分化を提唱した。企業規模ごとに適した会計制度と税制度を作り上げていくことによって、諸々の問題が解決へと繋がるであろう。

今後も、企業会計と税法との関係については、各項目ごとに、個別的かつ具体的に検討されていくべきである。
（澤村　香織）
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� この報告書が作成された段階では、加盟国は22カ国であったが、報告書完成時の1987年には1カ国が追加され、23カ国となった。また、現在では30カ国が加盟している。


� 本章では、本稿の他の章とは異なり、企業会計を財務報告、税法を税務申告などと別の表現を使用している箇所があるが、それは報告書の内容を忠実に和訳したことから生じたものである。現実の定義においては微妙にニュアンスが異なる場合があるけれども、本稿においてはほぼ同義だと考えて差し支えない。


� しかし、ノルウェーでは当時でも、課税所得を財務報告に準拠して計算することが税法に規定されており、会計処理をそのまま税務上も受け入れることになっていた。すなわち、詳しくは後述するが、税務申告が財務報告に依存する形の制度的結合関係を採用していたのである。けれども、その当時は会計基準、税法規定共に詳細ではなかったために、税務申告を財務報告に準拠させようとした場合に、実務では逆に税務上の配慮が財務報告でも優先されるようになってしまい、この現象を指してOECDの報告書では、会計実務が税法規定に依拠するという表現が使用されたと推測できる[鈴木(2006),p.92]。つまり、この方式は実務と制度が混同された結果、生み出されたカテゴリーであり、OECD(1987)自身も大雑把な分類を提供するものであると説明している[p.10]。このように、企業会計と税法との関係を検討する際には、制度的な関係と実質的な関係とを分けて考察する必要がある[鈴木(2006),p.93]。


� この点について鈴木(2006)は、実務において企業会計と税法が乖離した場合に、納税者の納税費用、課税庁の徴税費用、そして政治費用など、種々の追加費用がかかることを指摘している[p.93]。


� なお、この報告書から現在までの間に約二十年の歳月が経過しており、その間のEC指令の国内法規化など、会計基準の国際的調和化の影響による様々な法規の形成により、報告書作成当時の状況とは大幅に変わってしまっていると考えられる。よって、本稿の趣旨とは異なるのでこれ以上深く検討は行わないが、現在の状況において同じような分類を行ったらどうなるのか、大雑把ではない正確な数値に基づいた実証分析が必要であるといえる。


� 企業会計と税法との調整の変遷は多くの論者が述べているが、本章では黒澤を主に参照している。その他中田（2000）、新井（清）（1999）、新井（益）(1980)を参照している。


� 1930(昭和5)年の説を支持する学者には新井(益)(1980)などがいる。


� これに対して、武田(昌)(1993)の、「確定した決算に基づき」という表現がはっきり使われた1947(昭和22)年に、確定決算主義という概念が生まれたとの見解もある[pp.9-10]。 


�中里(1999)は、「課税所得算定の企業会計準拠は、実体法的には法人税法第22条第4項に、また申告手続的には第74条第1項に定められているのであるが、このような課税所得算定の企業会計準拠を確定決算主義と呼ぶ必然性は存在しない」[p.103]と述べている。


� 批判している具体例としては、須田・佐藤・山野(1994)や、日本租税研究協会(1994)が挙げられる。


� 例えば、坂本(1995)は「法人税法が各種の引当金繰入や減価償却費の計上について損金算入限度額を設けているために、企業会計上でそれを超える要引当額の繰入や要償却額の計上が妨げられているとはいえない」と指摘している。


�国内会計基準と国際会計基準を比較したときに、財務諸表の利用者が同じ意思決定を行うことができるという意味で同等性という文言を使用しておるのであり、内容が全く同じという意味ではない。ちなみに、わが国の会計基準は国際会計基準理事会より26項目の国際会計基準との差異を指摘されている[日本経済新聞,2006/7/27 朝刊]。





� 現実のアメリカの課税所得算定構造は、こういった単純なモデルでは説明しきれない部分もあるが、本項では主張を円滑かつ明快に行うために、このモデルを利用して提言していくことにする。


� IRC第446条の条文上の記述は以下の通りである。


「(a)原則


課税所得は、納税義務者が帳簿記入を行うに際し(in keeping his books)規則的に採用している会計方法に従って計算されなければならない。


(b)例外　


いかなる会計方法も納税義務者により規則的に用いられていない場合、又は用いられた方法が所得を明確に反映しない場合には、課税所得の算定は財務長官(Secretary)の意見において所得を明確に反映する(clearly reflect income)方法により行われるものとする。


(以下省略)」[坂本(2001),p.86]


� IRC第446条は、帳簿と申告書の一致を要請する規定であり、基本的には帳簿と財務諸表の会計処理方法も一致するためこのような書き方をしたが、例外として帳簿と財務諸表の会計処理方法に差異が生じる場合も存在する。詳しくは[坂本(2001),p.90]を参照のこと。


� ただし、この原則には例外が存在する。例えば、帳簿と申告書において現金主義を採用した場合でも、補足的情報及び備忘記録として、発生主義によって会計処理を行った場合の会計情報を保持することが認められる場合があり、その情報を基に帳簿の作成方法を発生主義に変更しても、納税義務者サイドには転換記録が存在すれば問題はないと考える風潮があるようである。しかし、租税裁判所サイドはこの見解を支持してはいない[坂本(2001),pp.88-90]。


� 例えば、「内国歳入法446条は、わが国の法人税法第22条第4項及び同第74条第1項と同様の役割を果たしているとも考えられる」[前原(2005),p.160]といった主張が挙げられる。


� LIFOの詳細な歴史的経緯については、[浦野(1996),pp.110-112]を参照のこと。


� この関係は、上述のIRC第446条及び公正処理基準の関係に類似しているが、具体的な会計処理方法まで一致を要請しているという点で、LIFOの一致要求及び損金経理要件の方が拘束力が強い、といった差異が見受けられる。


� ここで「ほぼ」という表現を用いたのは、LIFOの一致要求において、企業会計上と税法上とで共にLIFOを使用することは要求しているものの、LIFOの種類(個別LIFOとドル価値LIFO)にまでは言及していないので、企業会計上で個別LIFOを使用し、税法上でドル価値LIFOを使用する、といった微妙な違いの生じる場合が存在するためである。


� ただし、ここで一つの疑問が生じる。日本とアメリカに同様の規定が存在するならば、OECDの報告書の分類は、一体何を基準に区分されたのかということである。その答えとして考えられるのが、損金経理要件の拘束力である。公正処理基準や確定した決算に基づく申告といった規定は、企業会計に基づいて税法上の処理を行うという基本的なスタンスを表明してはいるものの、具体的なことまで規定している訳ではなく、個別的な会計処理のレベルまで一致することを要請している損金経理要件の拘束力の強弱が、セパレート・システムとユニフォーム・システムを区分する決定的な要因になっているといえる。すなわち、公正処理基準と確定した決算に基づく申告の両規定は維持しつつも、状況に応じて損金経理要件を緩和させるべきであろう。


� 2002(平成14)年から翌年にかけていくつかの中小企業の会計基準に対する報告書が公表されたが、作成主体がそれぞれ異なることから、それらは体系立てられたものではなく、利用者に混乱を招く結果となった。この状況を解消すべく、2005(平成17)年3月に日本税理士会連合会、日本公認会計士協会、日本商工会議所、企業会計基準委員会の四団体が主体となって、「「中小企業の会計」の統合に向けた検討委員会」を設置、中小企業向けの会計基準の作成を開始した。そして、同年8月1日、「中小企業の会計に関する指針」を確定し、中小企業に対する会計の方向性を打ち出した。しかし、企業会計基準委員会が公表した各種の企業会計基準や2006(平成18)年2月7日公布された会社法関係省令を踏まえ、今後の中小企業の取引実態に合わせてより精緻なものとすることを目的として、その指針の改正に着手した。


� 企業会計と税法の関係を二義的なものとして構築するにあたって、考えうるもう一つの案件がある。本稿では、二義化した企業会計と従来の一義的な税法の関係の構築を提唱しているわけであるが、ここでは、二義化した企業会計という構図に端を発した、税法の二分化という可能性を紹介したい。つまり、企業会計が企業規模に応じてその姿を二つに分かつというのなら、税法も企業会計に応じてその姿を変えてしまってはどうか、ということである。そもそも、現行の法人税法は大企業を主な対象として制定されたものであって、中小企業にはいわば便宜性を買われて用いられているに過ぎないといえる。まして、個人企業にさえ法人税法が適用されているのは、いかがなものか。現実に、法人税と所得税の二重課税という問題を孕んでしまっている。したがって、中小企業を正面に見据えた、よりドラスティックな税法の必要性は否定できない。公平性と簡素化をはじめ、課税の普遍的命題をより合理的に実現するために、大企業には大企業向けの法人税法を、中小企業には中小企業向けの法人税法を構築していくべきとも言えるのではないだろうか。


この点について、富岡(2003)は大法人と中小法人との実態の相違点を指摘したうえで「法人税制上においても両者を区分して、大法人に対して『大企業法人税制』を、中小法人には『中小企業法人税制』というように別個に創設する」と具体的な構想を示している [p.1623]。こうしたことを鑑みると、企業会計と税法それぞれが企業規模に応じた形でその姿を二分する可能性も、一方で十分検討に値するものではないかと考える。


� この点について品川(2003)は「企業利益計算と課税所得計算における独自項目と共通項目を明確化し（その過程において両者の調整を要することになる）、確定決算基準の機能・メリットを再認識した上で、同基準の再構築を図ることが必要である」[p.11]として、確定決算基準の廃止に難色を示すとともに、確定決算基準に対して今後の課題を説いている。
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